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1.  平成23年2月期の連結業績（平成22年3月1日～平成23年2月28日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年2月期 4,143 △3.3 155 △37.4 115 △45.2 97 △58.1

22年2月期 4,282 △1.7 248 ― 211 ― 233 ―

（注）包括利益 23年2月期 ―百万円 （―％） 22年2月期 ―百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年2月期 22.58 ― 5.6 2.1 3.8
22年2月期 50.46 ― 13.0 3.7 5.8

（参考） 持分法投資損益 23年2月期  ―百万円 22年2月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年2月期 5,519 1,753 31.8 416.81
22年2月期 5,735 1,799 31.4 389.69

（参考） 自己資本   23年2月期  1,753百万円 22年2月期  1,799百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年2月期 351 △251 △282 481
22年2月期 442 62 △225 664

2.  配当の状況 

（注）平成23年４月13日に「配当予想の修正に関するお知らせ」でお知らせいたしました通り、平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響を鑑み、当
期の期末配当につきましては実施を見送らせて頂くことといたしました。 
平成24年２月期の期末の配当につきましては未定です。 
配当予想額の開示が可能となった時点で速やかに開示する予定です。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年2月期 ― ― ― 5.00 5.00 23 9.9 1.4
23年2月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

24年2月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3.  平成24年2月期の連結業績予想（平成23年3月1日～平成24年2月29日） 
（注）次期の業績予想につきましては、平成23年３月11日に発生した東日本大震災による個人消費動向や経済情勢及び当社被害額が業績に与える影響
に関しまして、現段階では合理的な算定が困難であることから、未定とさせて頂きます。今後、予想が可能になりました段階で改めて開示させていただく予
定です。 
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 無

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年2月期 4,646,400 株 22年2月期 4,646,400 株

② 期末自己株式数 23年2月期 438,342 株 22年2月期 29,342 株

③ 期中平均株式数 23年2月期 4,327,442 株 22年2月期 4,617,572 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年2月期の個別業績（平成22年3月1日～平成23年2月28日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年2月期 4,112 △3.3 142 △40.3 104 △48.8 89 △61.0

22年2月期 4,251 △1.7 238 ― 204 ― 229 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年2月期 20.69 ―

22年2月期 49.68 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年2月期 5,523 1,861 33.7 442.42
22年2月期 5,724 1,915 33.5 414.80

（参考） 自己資本 23年2月期  1,861百万円 22年2月期  1,915百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点においては金融商品取引法に基づく監査手続は終了して
おりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
本資料における業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基いており、 
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想に関する事項は、添付資料の３ページをご参照ください。 
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(1）経営成績に関する分析 

 (当期の経営成績) 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や設備投資の改善によって景気は持ち直しに向けた動きがみ

られ、足踏み状態を脱しつつある一方で、海外景気や為替レート、原油価格の動向によっては、景気が下振れす

るリスクがある中、厳しい状況で推移いたしました。食品業界においては、雇用環境や所得環境が本格的な回復

には至らない状況にあって、依然として消費者の節約志向は根強く、販売競争は厳しい状況が続いております。 

 このような状況の中で、当社グループは安全・安心な商品を提供することを最優先として品質管理を徹底して

参りました。  

 平成22年11月には、ひとりでも多くのお客様に心から満足してお召し上がりいただける笹かまぼこをお届けす

るために、長年の研究と独自の技術により笹かまぼこから「卵白」を抜くことに成功し商品力の向上を図りまし

た。 

 これにより、保存料・でんぷんの無添加とともに、魚本来の旨みをより一層大切に仕上げ、卵アレルギーの方

も安心してお召し上がりいただけるようになりました。 

 販売促進面につきましては「ぷっくらなら、鐘崎。」を積極的に推し進めＴＶＣＭも実施するほか、笹かま館

をはじめ、直営店舗のリニューアルを実施しソフト・ハード両面を強化いたしました。 

 従業員には年間を通じて製品、品質、衛生などの教育を徹底して行い、お客様満足度の向上を図りました。  

経営環境につきましては、個人消費の低迷により厳しい販売状況のなか、主要材料である「すり身」の価格安

定及びエネルギー費用等の価格動向に落ち着きがみられたことに加え徹底したコスト管理により、原価低減を図

ることができました。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は4,143百万円（前年同期比3.3％減）、営業利益は155百万円（前年同期比

37.4％減）、経常利益は115百万円（前年同期比45.2％減）、当期純利益は97百万円（前年同期比58.1％減）とな

りました。 

  

 (次期の見通し) 

今後の見通しにつきましては、平成23年３月11日に発生した東日本大震災による個人消費動向や経済情勢及び

当社被害額が業績に与える影響に関しまして、現段階では合理的な算定が困難であります。 

予想が可能になりました段階で改めて開示させていただく予定です。  

  

(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

 (資産) 

  流動資産は、前連結会計年度末に比べ16.1％減少し、952百万円となりました。これは主として、現金及び預金

が127百万円減少、受取手形及び売掛金が21百万円減少したこと等によります。 

  なお、固定資産及び繰延資産は前連結会計年度末に比べ大きな増減はありません。 

 (負債) 

  流動負債は、前連結会計年度末に比べ7.5％減少し、2,298百万円となりました。これは主として、短期借入金が

147百万円減少したこと等によります。 

  なお、固定負債は前連結会計年度に比べ大きな増減はありません。 

 (純資産) 

  純資産は、前連結会計年度末に比べ2.5％減少し、1,753百万円となりました。これは主として、自己株式の取得

121百万円によるものです。 

  

１．経営成績

（株）鐘崎　（2912）　平成23年２月期決算短信
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②キャッシュ・フローの状況 

  当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ182百万円減少し、481百万円

となりました。 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

  営業活動によるキャッシュ・フローは、役員退職慰労引当金43百万円減少などがあったものの、税金等調整前当

期純利益が158百万円、減価償却費が232百万円、売上債権の減少額が21百万円などがあったため、351百万円の増

加となりました。 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

  投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出が174百万円、定期預金の減少額が55百

万円があったため、251百万円の減少となりました。 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

  財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金による収入が650百万円などがあったものの、長期借入金の

返済による支出445百万円、短期借入金の減少213百万円、社債償還に伴う支出120百万円などがあったため、282百

万円の減少となりました。 

  

   

(参考)キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 自己資本比率：自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー  

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

  (注１)いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

  (注２)株式時価総額は自己株式を除く発行済株式総数をベースに計算しております。 

  (注３)キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

  (注４)有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象として

おります。  

  

  

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

  平成23年３月11日に発生した東日本大震災により、本社工場および営業店舗の建物・設備に大きな損害を受けまし

た。工事の復旧に係わる費用等につきましては、来期以降に大きな支出が見込まれ、また今後の当社を取り巻く環境

が不透明であることを鑑み、当期の期末配当につきましては実施を見送らせて頂くことといたしました。 

   

  平成19年２月期 平成20年２月期 平成21年２月期 平成22年２月期 平成23年２月期

自己資本比率(％) 34.4 35.6 27.8 31.4 31.8

時価ベースの自己資本

比率(％) 
24.5 21.8 18.6 25.4 24.0

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率(年) 
6.9 14.0 49.4 7.0 8.5

インタレスト・カバレ

ッジ・レシオ(倍) 
12.9 4.9 1.3 8.8 7.2
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(4）事業等のリスク 

   当社グループの事業等において、投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は次のとおりです。本

項に含まれている将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。 

  

  １．競合 

    直営店に同業他社が当店店舗の近隣に出店を行った場合、テナント店において近隣に大型ショッピングセンタ

ーができた場合などには、競合による顧客分散や価格競争が起こり、当該店舗の業績や当社グループの業績に影

響を与える可能性があります。 

  ２．観光客数の変動 

    地震や台風等の自然災害によって、当社グループの生産拠点に甚大なる被害を被る可能性があります。 

    当社グループの生産拠点は宮城県に２箇所あり、それぞれ定期的な災害防止活動や設備点検等を行っておりま

すが、これらの災害による影響を完全に防止又は軽減できる保障はありません。 

    平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震により当社も大きな損害を受けました。 

    今後も食品土産品業界という当社グループの性格上、当該震災のような自然災害により大きな被害を受け、宮

城県を訪れる観光客に大幅な変動をきたした場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

  ３．食品の安全性に係る新たな規制の実施等 

    近年の食品業界におきましては、ＢＳＥや鳥インフルエンザの発生、原材料や製品の消費又は賞味期限の問題

等、食品の品質、安全性に係る問題が発生しております。 

    当社では平成17年５月にＨＡＣＣＰ認証を取得し、さらなる衛生環境の確保と整備を推進展開いたしておりま

すが、一方で、社会全般にわたる品質問題等、上記の取り組みの範囲を超えた事象が発生した場合、当社グルー

プの業績に影響を与える可能性があります。 

  ４．水産物市況 

    生鮮魚類の水揚数量変動による水産物市況の変動が予想を大きく上回る場合には、原材料の仕入価格や製品の

販売価格が大幅に変動する要因となるため、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  ５．顧客情報管理、クレーム処理 

    顧客情報の管理やクレーム処理につきましては取扱には細心の注意を払っておりますが、万一、外部漏洩事件

が発生した場合やクレーム処理が訴訟問題に発展した場合等には社会的信用問題や個人への賠償問題が起こり、

当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  ６．有利子負債 

    当社グループの有利子負債は、平成23年２月末現在、2,984百万円(長短借入金及び社債の合計)となっており

ます。今後の動向により金利が大きく上昇した場合には、当社グループの業績と財政状態に影響を及ぼす可能性

があります。 

      

（株）鐘崎　（2912）　平成23年２月期決算短信
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  当企業集団は、当社と１社の子会社で構成されております。当社及び子会社の海風堂株式会社は、水産練製品類の

製造販売を行っております。 

  事業系統図は以下のとおりであります。 

  

  

 
  

  

  

   

２．企業集団の状況

（株）鐘崎　（2912）　平成23年２月期決算短信
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(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは「おいしさ」「楽しさ」を求める食文化創造企業を目指し限りなく社会に貢献するという理念のも

と、笹かまぼこを主体とした贈答食品や惣菜の製造・販売を通じて、お客様に感動していただくとともに、お客様の

ためにお役に立てる企業を目指しております。 

  

   

(2）目標とする経営指標 

  当社グループ全体として中期計画による経営指標の目標としては、売上高経常利益10％、総資本経常利益５％以上

を当面の主たる経営指標としてります。  

  

   

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 今後も更なる競争の激化に伴い、個人消費は沈滞のまま推移するものと予想されます。 

 このような経営環境のもとで当社グループは店舗網の整備拡充と新商品開発に重点的に取り組んで参ります。 

  

 ① 鐘崎笹かま館への集客を積極的に推し進め、通信販売及びインターネット販売へのメディア部門を強化拡大し

て参ります。  

 ② 店舗及び部門の採算性を強化し、スクラップアンドビルドを行ってまいり、また非効率部門の商品群の見直し

に取り組みます。 

 ③ お客様のニーズにあった新商品の開発と商品力・店頭販売力の強化を更に推し進めます。 

 ④ 生産体制の強化と品質安全体制を目指す生産体制の確立に取り組みます。 

 ⑤ 間接部門の業務改善による効率化及び諸経費の徹底削減に努めます。  

  

  

(4）会社の対処すべき課題 

今後の見通しにつきましては、この度の東日本大震災（東北地方太平沖地震）による甚大な被害と福島原発事故に

端を発する未曾有の危機に瀕し、経済の混乱が続くものと想定されます。 

当業界におきましても、この震災による被害や福島原発事故の風評被害などにより、企業の生産活動が休止や縮小

を余儀なくされ、雇用情勢が更に悪化することが想定されます。 

このことから当地宮城への観光客及び土産品・ギフト品需要の大幅な減少を余儀なくされ、さらに今後の電力需要

によっては、当社を取り巻く経営環境はより一層厳しい状況が想定されます。 

当社におきましては本社工場および大和工場並びに販売店舗におきまして直接大きな被害を受けました。 

その後も断続的に続く余震のなかで、できる限り早く地域のお客様に商品をお届けする為に復旧作業にあたった結

果、平成23年3月28日には一部商品の生産を再開する事ができました。 

引き続き段階的に商品と販売店舗の再開を進めてきておりますが、まだまだ道半ばの感が否めない状況であり、経

営環境も含めて復旧には相当時間を要するものと思われます。 

ふるさと宮城の味を守り続けるためにも「おいしさ、楽しく」の想いを込めてさらに魅力のあるまごころを込めた

商品を提供し、土産品やギフト品に加え、新しいチャネルを開拓してまいります。 

また、地元地域に密着したきめ細かい店舗づくりを強化すると共に通信販売・インターネット販売の販売促進提案

を推進し全国のお客様へお届けして参ります。 

    このような状況のもと、現実を直視し全力で試練を乗り越え今まで以上に「強く 新しい」鐘崎を創ってまいりま   

す。 

  

(5）内部管理体制の整備・運用状況 

 当社の内部管理体制の整備・運用状況の詳細につきましては、ジャスダック証券取引所に「コーポレートガバナン

スに関する報告書」を提出しておりますのでご参照願います。 

  

  

(6）その他、会社の経営上重要な事項 

  該当事項はありません。  

  

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成23年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 765,321 637,642

受取手形及び売掛金 212,021 190,845

商品及び製品 39,906 49,150

仕掛品 301 225

原材料及び貯蔵品 38,886 42,173

繰延税金資産 50,331 5,568

その他 29,260 28,833

貸倒引当金 △1,400 △2,000

流動資産合計 1,134,628 952,438

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1,2  1,690,589 ※1,2  1,617,021

機械装置及び運搬具（純額） ※1,2  328,187 ※1,2  323,638

工具、器具及び備品（純額） ※2  130,258 ※2  135,570

土地 ※1  1,805,705 ※1  1,805,705

リース資産（純額） ※2  35,905 ※2  47,865

有形固定資産合計 3,990,646 3,929,801

無形固定資産   

リース資産 － 15,794

その他 11,158 8,445

無形固定資産合計 11,158 24,239

投資その他の資産   

投資有価証券 145,713 145,923

繰延税金資産 187,638 183,124

その他 279,665 300,343

貸倒引当金 △20,163 △20,163

投資その他の資産合計 592,854 609,228

固定資産合計 4,594,659 4,563,269

繰延資産   

社債発行費 6,327 4,282

繰延資産合計 6,327 4,282

資産合計 5,735,616 5,519,990
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成23年２月28日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 93,759 91,100

短期借入金 ※1  2,046,668 ※1  1,899,644

1年内償還予定の社債 120,000 120,000

リース債務 4,550 10,804

未払法人税等 17,566 17,702

賞与引当金 13,695 －

その他 188,737 158,911

流動負債合計 2,484,976 2,298,163

固定負債   

社債 460,000 340,000

長期借入金 ※1  487,202 ※1  624,958

リース債務 31,355 51,364

退職給付引当金 249,815 271,889

役員退職慰労引当金 222,381 178,974

その他 670 670

固定負債合計 1,451,424 1,467,856

負債合計 3,936,401 3,766,020

純資産の部   

株主資本   

資本金 617,250 617,250

資本剰余金 594,732 594,732

利益剰余金 594,485 669,127

自己株式 △9,904 △131,323

株主資本合計 1,796,563 1,749,785

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,651 4,183

評価・換算差額等合計 2,651 4,183

純資産合計 1,799,214 1,753,969

負債純資産合計 5,735,616 5,519,990
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（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 

 至 平成23年２月28日) 

売上高 4,282,563 4,143,152

売上原価 1,944,360 1,852,758

売上総利益 2,338,202 2,290,393

販売費及び一般管理費 ※1,2  2,089,631 ※1,2  2,134,849

営業利益 248,570 155,543

営業外収益   

受取利息 1,100 479

受取配当金 1,824 2,420

保険返戻金 8,495 －

受取地代家賃 1,742 1,693

受取手数料 1,992 2,218

補助金収入 － 2,876

その他 1,772 3,119

営業外収益合計 16,927 12,806

営業外費用   

支払利息 49,054 48,147

その他 5,433 4,632

営業外費用合計 54,488 52,779

経常利益 211,010 115,571

特別利益   

貸倒引当金戻入額 1,600 －

固定資産売却益 ※3  296 －

役員退職慰労引当金戻入額 － 50,635

特別利益合計 1,896 50,635

特別損失   

貸倒損失 26,139 －

固定資産除却損 ※4  11,438 ※4  1,056

賃貸借契約解約損 － 5,438

投資有価証券評価損 － 1,000

固定資産売却損 ※5  5 －

特別損失合計 37,582 7,494

税金等調整前当期純利益 175,323 158,711

法人税、住民税及び事業税 11,976 12,746

法人税等調整額 △69,656 48,238

法人税等合計 △57,680 60,984

当期純利益 233,003 97,726
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年３月１日 

 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 

 至 平成23年２月28日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 617,250 617,250

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 617,250 617,250

資本剰余金   

前期末残高 594,732 594,732

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 594,732 594,732

利益剰余金   

前期末残高 375,338 594,485

当期変動額   

剰余金の配当 △13,857 △23,085

当期純利益 233,003 97,726

当期変動額合計 219,146 74,641

当期末残高 594,485 669,127

自己株式   

前期末残高 △9,450 △9,904

当期変動額   

自己株式の取得 △454 △121,419

当期変動額合計 △454 △121,419

当期末残高 △9,904 △131,323

株主資本合計   

前期末残高 1,577,870 1,796,563

当期変動額   

剰余金の配当 △13,857 △23,085

当期純利益 233,003 97,726

自己株式の取得 △454 △121,419

当期変動額合計 218,692 △46,778

当期末残高 1,796,563 1,749,785
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △2,262 2,651

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,914 1,532

当期変動額合計 4,914 1,532

当期末残高 2,651 4,183

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △2,262 2,651

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,914 1,532

当期変動額合計 4,914 1,532

当期末残高 2,651 4,183

純資産合計   

前期末残高 1,575,607 1,799,214

当期変動額   

剰余金の配当 △13,857 △23,085

当期純利益 233,003 97,726

自己株式の取得 △454 △121,419

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,914 1,532

当期変動額合計 223,607 △45,246

当期末残高 1,799,214 1,753,969
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年３月１日 

 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 175,323 158,711

減価償却費 221,172 232,426

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,600 600

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,542 △13,695

退職給付引当金の増減額（△は減少） △6,906 22,073

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △48,572 △43,407

受取利息及び受取配当金 △2,924 △2,828

保険解約損益（△は益） △8,495 －

貸倒損失 26,139 －

支払利息 49,054 48,147

有形固定資産除却損 11,438 1,056

投資有価証券評価損益（△は益） － 1,000

有形固定資産売却損益（△は益） △291 －

売上債権の増減額（△は増加） 46,804 21,175

たな卸資産の増減額（△は増加） 11,173 △12,455

その他の流動資産の増減額（△は増加） △6,320 △1,062

仕入債務の増減額（△は減少） △9,322 △2,658

その他の流動負債の増減額（△は減少） 38,726 △5,628

その他 2,555 6,411

小計 502,498 409,867

利息及び配当金の受取額 2,924 2,828

利息の支払額 △50,284 △49,106

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △12,986 △12,450

営業活動によるキャッシュ・フロー 442,152 351,139

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） 94,000 △55,000

有形固定資産の取得による支出 △39,246 △174,525

無形固定資産の取得による支出 △3,377 －

有形固定資産の売却による収入 1,038 －

投資有価証券の取得による支出 △1,385 △1,346

投資有価証券の売却による収入 1,000 －

投資有価証券の償還による収入 2,447 2,705

敷金及び保証金の差入による支出 △161 △30,900

敷金及び保証金の回収による収入 1,323 31,937

貸付けによる支出 △8,200 △23,750

貸付金の回収による収入 6,225 7,079

保険積立金の積立による支出 △6,921 △7,386

保険積立金の解約による収入 12,224 －

ゴルフ会員権の売却による収入 4,000 －

その他 △88 △92

投資活動によるキャッシュ・フロー 62,881 △251,276
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 

 至 平成23年２月28日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 54,800 △213,300

長期借入れによる収入 540,000 650,000

長期借入金の返済による支出 △382,550 △445,968

社債の償還による支出 △420,000 △120,000

自己株式の取得による支出 △454 △121,419

配当金の支払額 △13,817 △22,979

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △3,742 △8,874

財務活動によるキャッシュ・フロー △225,763 △282,541

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 279,269 △182,678

現金及び現金同等物の期首残高 385,051 664,321

現金及び現金同等物の期末残高 664,321 481,642
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 該当事項はありません。  

  

  

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  
前連結会計年度 

（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

    

連結子会社 連結子会社の数 １社 

 会社名 海風堂株式会社 

 同左 

２．連結子会社の事業年度

等に関する事項 

連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。 

 同左 

３．会計処理基準に関する

事項 

    

(1）重要な資産の評価基

準及び評価方法 

①有価証券 

 その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は総平均法

により算定） 

①有価証券 

 その他有価証券 

   時価のあるもの 

   同左 

     時価のないもの 

総平均法による原価法 

   時価のないもの 

   同左 

   ②たな卸資産 

 製品、商品、原材料及び仕掛品 

 総平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用して

おります。  

 ②たな卸資産 

 同左 

   貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を採用して

おります。 

  

（会計方針の変更） 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、主として総平均法

による原価法によっておりましたが、

当連結会計年度より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第

９号 平成18年７月５日公表分）が適

用されたことに伴い、主として総平均

法による原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）により算定しております。 

なお、これによる損益に与える影響は

軽微であります。   

 貯蔵品 

 同左 

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

                

（株）鐘崎　（2912）　平成23年２月期決算短信

-15--15-



  
前連結会計年度 

（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

(2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

 ①有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法を採用しております。 

 ただし、大和工場については、定額

法を採用しております。また、平成

10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については

定額法を採用しております。 

  

 なお、主な耐用年数は、以下のとお

りであります。 

  建物及び構築物 10年 ～ 39年 

  機械装置        10年 

   

 ①有形固定資産（リース資産を除く） 

 同左   

  （追加情報） 

 当社及び連結子会社の機械装置の耐用

年数については、従来８年としており

ましたが、法人税法の改正に伴い見直

しを行った結果、当連結会計年度よ

り、10年に変更いたしました。 

 この変更により営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益がそれぞれ

11,211千円増加しております。   

（追加情報） 

                

   ②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によってお

ります。  

 ②無形固定資産（リース資産を除く） 

 同左 

  ③リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しておりま

す。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が

平成21年２月28日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっておりま

す。 

  

③リース資産 

 同左 
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前連結会計年度 

（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

(3）重要な繰延資産の処

理の方法 

社債発行費 

償還期間にわたって均等償却してお

ります。  

社債発行費 

同左  

(4）重要な引当金の計上

基準 

 ①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

 ①貸倒引当金 

同左 

   ②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、

期末在籍従業員に対する支給対象期

間に基づく賞与支給見込額の当期負

担額を計上しております。 

 ②賞与引当金 

同左 

  ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務を残高として計上しております。 

③退職給付引当金 

同左 

  ④役員退職慰労引当金  

役員の退職慰労金支給に備えるた

め、内規に基づく当連結会計年度末

要支給額を計上しております。  

④役員退職慰労引当金  

同左 

  

  

(追加情報) 

当社は、役員退職慰労金の内規を見直

し、役員退職慰労引当金50,635千円を

取崩し、取崩額は「役員退職慰労引当

金戻入額」に計上しております。 
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前連結会計年度 

（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

(5）重要なヘッジ会計の

方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、特例処理の要件を満たす金利

スワップ取引については、特例処理

を採用しております。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

   ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  金利スワップ 

ヘッジ対象  借入金 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

   ③ヘッジ方針 

金利変動による借入債務の損失可能

性を減殺する目的で行っておりま

す。 

 ③ヘッジ方針 

同左 

   ④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象資産・負債

に関する重要な条件が同一であり、

かつヘッジ開始時及びその後も継続

して、相場変動またはキャッシュ・

フロー変動を完全に相殺することが

出来るためヘッジ有効性の判定は省

略しております。 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(6）その他連結財務諸表

作成のための重要な

事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

４．連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事

項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法によっており

ます。 

同左 

５．連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

（リース取引に関する会計基準） 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、当連結会計年度より「リース取引に

関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６

月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30

日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月

18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成

19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。 

   なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続

き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適

用しております。 

   なお、これによる損益に与える影響はありません。  
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表示方法の変更

 前連結会計年度 
（自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日） 

 当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

（連結貸借対照表）  

１ 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内

閣府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年

度において、「たな卸資産」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」

「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、

前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商品及び

製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ

36,532千円、729千円、64,444千円であります。 

  

                

  

  

  

  

  

  

  

   

２ 有形固定資産に対する減価償却累計額は、従来これ 

らの資産科目の控除科目として区分掲記しておりました

が、当連結会計年度より各資産の金額から直接控除し、

その控除後残高を各資産の金額として表示し、当該減価

償却累計額を一括して注記する方法に変更しておりま

す。 

   なお、当連結会計年度を前連結会計年度同様の方法に

よった場合の連結貸借対照表の表示については、以下の

とおりとなります。 

  

建物及び構築物 4,372,043千円

減価償却累計額 △2,681,454  

建物及び構築物（純額） 1,690,589  

機械装置及び運搬具 3,418,335  

減価償却累計額 △3,090,148  

機械装置及び運搬具（純額） 328,187  

工具器具備品 883,402  

減価償却累計額 △753,143  

工具器具備品（純額） 130,258  

土地 1,805,705  

リース資産 39,648  

減価償却累計額 △3,742  

リース資産（純額） 35,905  

有形固定資産合計 3,990,646  
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（平成23年２月28日） 

※１ 担保に供している資産は次のとおりであります。 ※１ 担保に供している資産は次のとおりであります。 

（工場財団）   

  建物及び構築物   千円402,363

  機械装置及び運搬具  57,960

  土地  1,228,742

  計  1,689,067

（その他）   

  建物及び構築物 千円236,058

  土地  379,908

  計  615,967

（工場財団）   

  建物及び構築物   千円368,098

  機械装置及び運搬具  57,960

  土地  1,228,742

  計  1,654,802

（その他）   

  建物及び構築物 千円222,874

  土地  379,908

  計  602,782

上記に対応する債務 上記に対応する債務 

  

短期借入金 千円1,546,500

長期借入金  684,670

（一年以内返済予定額を 

含む） 

     

計  2,231,170

  

短期借入金 千円1,393,200

長期借入金  818,394

（一年以内返済予定額を 

含む） 

     

計  2,211,594

※２  減価償却累計額  6,528,488千円 ※２  減価償却累計額 6,757,798千円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費用及び金額は次の

とおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費用及び金額は次の

とおりであります。 

運賃荷造費  千円188,665

広告宣伝費  65,308

販売促進費  104,635

支払手数料  150,556

賃借料  365,170

役員報酬  49,010

給料手当  678,264

賞与引当金繰入額  8,472

退職給付費用  9,412

役員退職慰労引当金繰入

額  

 9,528

法定福利費  81,482

福利厚生費  39,493

租税公課  32,464

減価償却費  81,629

運賃荷造費  千円198,541

広告宣伝費  102,620

販売促進費  97,573

支払手数料  157,066

賃借料  354,347

役員報酬  52,680

給料手当  666,719

賞与引当金繰入額  －

退職給付費用  25,227

役員退職慰労引当金繰入

額  

 7,228

法定福利費  86,275

福利厚生費  41,093

租税公課  30,711

減価償却費  95,426

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は 千

円であります。 

33,430 ※２ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は 千

円であります。 

32,768

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※３                          

建物及び構築物  千円296   

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具  千円11,438

計  11,438

建物及び構築物  千円1,056

計  1,056

 ※５ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。   ※５                          

機械装置及び運搬具 千円5   
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前連結会計年度（自平成21年３月１日 至平成22年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   （変動理由の概要） 

       自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものです。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式                        

普通株式  4,646  －  －  4,646

合計  4,646  －  －  4,646

自己株式                        

普通株式  27  1  －  29

合計  27  1  －  29

  
決議 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年5月21日 

定時株主総会 
普通株式  13,857  3 平成21年2月28日 平成21年5月22日 

  
決議 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年5月27日 

定時株主総会 
普通株式  23,085 利益剰余金  5 平成22年2月28日 平成22年5月28日 
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当連結会計年度（自平成22年３月１日 至平成23年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   （変動理由の概要） 

       自己株式の増加は、取締役会決議による自己株式の取得による増加409千株であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

    該当事項はありません。  

  

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式                        

普通株式  4,646  －  －  4,646

合計  4,646  －  －  4,646

自己株式                        

普通株式  29  409  －  438

合計  29  409  －  438

  
決議 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年5月27日 

定時株主総会 
普通株式  23,085  5 平成22年2月28日 平成22年5月28日 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成22年2月28日現在） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成23年2月28日現在） 

現金及び預金勘定 千円765,321

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  101,000

現金及び現金同等物  664,321

現金及び預金勘定 千円637,642

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  156,000

現金及び現金同等物  481,642
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 前連結会計年度(平成22年２月28日)  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容（平成22年２月28日） 

  

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日） 

   

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成22年２月28日）

（有価証券関係）

  種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1）株式  23,126  34,662  11,536

(2）債券  －    －    －

(3）その他  －  －  －

小計  23,126  34,662  11,536

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1）株式  8,790  7,554  △1,235

(2）債券  －    －    －

(3）その他  37,066  31,212  △5,853

小計  45,856  38,766  △7,089

合計  68,982  73,429  4,447

 種類 連結貸借対照表計上額（千円） 

  その他有価証券   

非上場株式 

債券  

 

 

70,283

2,000

種類 
売却額
（千円） 

売却益
（千円） 

売却損
（千円） 

その他有価証券                  

債券  －  －  －

その他  680  －  －

  
１年以内
（千円） 

１年超５年以内
（千円） 

５年超10年以内
（千円） 

10年超（千円）

 債券         

(1）国債・地方債等  －  －  －  －

(2）社債  －  2,000  －  －

(3）その他  －  －  －  －

合計  －  2,000  －  －
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当連結会計年度(平成23年２月28日)  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 (注)非上場株式等(連結貸借対照表計上額 千円)については、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と

認められることから、上表の「その他有価証券」に含めておりません。   

  

   ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

     該当事項はありません。  

  

３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

   ４.当連結会計年度中に減損処理を行った有価証券（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

   投資有価証券について 千円（その他有価証券の株式 千円）減損処理を行っております。 

     

  

  種類 
連結貸借対照表計上
額（千円） 

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1）株式  37,918  24,472  13,446

(2）債券    －    －    －

(3）その他  －  －  －

小計  37,918  24,472  13,446

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1）株式  7,629  8,790  △1,160

(2）債券    －    －    －

(3）その他  29,091  34,360  △5,269

小計  36,721  43,150  △6,429

合計  74,640  67,622  7,017

71,283

  
１年以内 
（千円） 

１年超５年以内（千
円） 

５年超10年以内（千
円） 

10年超（千円）

１．債券         

(1）国債・地方債

等 
 －  －  －  －

(2）社債  2,000  －  －  －

(3）その他  －  －  －  －

２．その他  －  －  －  －

合計  2,000  －  －  －

1,000 1,000
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（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

 （ア）有形固定資産 

製品製造時等における生産設備（機械装置及び運

搬具）であります。 

（イ）無形固定資産 

ソフトウェアであります。 

② リース資産の減価償却の方法 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「３．会計処理基準に関する事項（2）重要な減価償却

資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成21年２月28日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっており、その内容は次のとおり

であります。   

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

 （ア）有形固定資産 

  同左 

  

（イ）無形固定資産 

  同左 

② リース資産の減価償却の方法 

  同左   

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械装置及び
運搬具 

 183,950  119,398  64,551

工具器具備品  142,056  81,461  60,594

合計  326,006  200,860  125,146

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械装置及び
運搬具 

 152,793  110,888  41,905

工具器具備品  138,022  96,102  41,919

合計  290,815  206,990  83,824

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 千円42,455

１年超  89,556

合計  132,012

１年内 千円33,747

１年超  55,808

合計  89,556

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 千円49,020

減価償却費相当額  44,111

支払利息相当額  4,809

支払リース料 千円46,048

減価償却費相当額  41,321

支払利息相当額  3,592

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料相当額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 
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１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（自平成21年３月１日 至平成22年２月28日） 

 デリバティブ取引については、ヘッジ会計が適用されているため注記の対象から除いております。 

  

当連結会計年度（自平成22年３月１日 至平成23年２月28日） 

 デリバティブ取引については、ヘッジ会計が適用されているため注記の対象から除いております。 

  

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

１．取引の内容 

 金利スワップ取引を利用しております。 

１．取引の内容 

同左 

２．取引に対する取組方針 

 債権債務の範囲内で取引を行っております。 

２．取引に対する取組方針 

同左 

３．取引の利用目的 

長期借入金の支払利息に係る金利上昇の影響を一定の

範囲に限定する目的で利用しております。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。 

３．取引の利用目的 

同左 

ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

  

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

  

ヘッジ方針 

金利変動による借入債務の損失可能性を減殺する目的

でヘッジを行っております。 

  

ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象資産・負債に関する重要な条

件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継続

して、相場変動またはキャッシュ・フロー変動を完全

に相殺することが出来るため、ヘッジ有効性の判定は

省略しております。 

  

４．取引に係るリスクの内容 

 市場金利の変動によるリスクを有しております。 

４．取引に係るリスクの内容 

同左 

５．取引に係るリスク管理体制 

稟議規程に基づいて決裁され、取引の実行及び管理 

は総務部が行っております。 

５．取引に係るリスク管理体制 

同左 

６．取引の時価等に関する事項についての補足説明 

金利スワップ取引の契約額等（想定元本）は、この 

金額全体がデリバティブ取引に係るリスク量を示し 

ているものではありません。 

６．取引の時価等に関する事項についての補足説明 

同左 

（株）鐘崎　（2912）　平成23年２月期決算短信

-29--29-



１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。 

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当社グループは、簡便法を適用しておりますので基礎率等については記載しておりません。なお、退職給付

に係わる期末自己都合要支給額を退職給付債務としております。 

  

前連結会計年度（自平成21年３月１日 至平成22年２月28日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成22年３月１日 至平成23年２月28日） 

 該当事項はありません。 

  

（退職給付関係）

  前連結会計年度 
（平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（平成23年２月28日） 

退職給付債務（千円）  249,815  271,889

退職給付引当金（千円）  249,815  271,889

  前連結会計年度 
（平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（平成23年２月28日） 

勤務費用（千円）  21,751  37,994

退職給付費用（千円）  21,751  37,994

（ストック・オプション等関係）
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

繰延税金資産 繰延税金資産 

 繰延税金負債 

貸倒引当金繰入限度超過額 9,211 千円

賞与引当金繰入限度超過額 5,528  

退職給付引当金繰入超過額 100,875

役員退職慰労引当金繰入超過額 89,797  

税務上の繰越欠損金 153,527

減損損失 6,191

貸倒損失否認  10,554

機械装置除却損否認 9,060

その他 10,629  

繰延税金資産  小計 395,378  

評価性引当額 △155,612  

繰延税金資産  合計 239,765  

その他有価証券評価差額金  1,795

繰延税金負債  合計  1,795

繰延税金資産の純額  237,969

 繰延税金負債 

貸倒引当金繰入限度超過額 8,890 千円

賞与引当金繰入限度超過額 －  

退職給付引当金繰入超過額 109,789

役員退職慰労引当金繰入超過額 72,269  

税務上の繰越欠損金 64,256

減損損失 5,706

貸倒損失否認  10,544

機械装置除却損否認 9,237

その他 9,991  

繰延税金資産  小計 290,696  

評価性引当額 △99,169  

繰延税金資産  合計 191,527  

その他有価証券評価差額金  2,833

繰延税金負債  合計  2,833

繰延税金資産の純額  188,693

（注）当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、

以下の項目に含まれております。 

（注）当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、

以下の項目に含まれております。 

当連結会計年度 

(平成22年２月28日現在)

流動資産－繰延税金資産 50,331 千円

固定資産－繰延税金資産 187,638  

当連結会計年度 

(平成23年２月28日現在)

流動資産－繰延税金資産 5,568 千円

固定資産－繰延税金資産 183,124  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳 

   (％)

法定実効税率 40.38

(調整) 

交際費等永久に損金に加算されない項目 1.75

受取配当金等永久に益金に加算されない項目 △0.02

住民税均等割 6.94

評価性引当額の変動額 △79.46

(繰越欠損金の期限切れの金額を含む) 

その他 △2.48

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △32.90

  (％)

法定実効税率 40.38

(調整) 

交際費等永久に損金に加算されない項目 1.92

受取配当金等永久に益金に加算されない項目 △0.25

住民税均等割 7.70

評価性引当額の変動額 △12.18

(繰越欠損金の期限切れの金額を含む) 

その他 0.85

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.42
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前連結会計年度（自平成21年３月１日 至平成22年２月28日） 

 水産練製品事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメ

ント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超のため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して

おります。 

  

当連結会計年度（自平成22年３月１日 至平成23年２月28日） 

 水産練製品事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメ

ント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超のため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して

おります。 

  

前連結会計年度（自平成21年３月１日 至平成22年２月28日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成22年３月１日 至平成23年２月28日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自平成21年３月１日 至平成22年２月28日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成22年３月１日 至平成23年２月28日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自平成21年３月１日 至平成22年２月28日） 

     該当事項はありません。 

  

     (追加情報) 

     当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及

び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を

適用しております。 

    なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。  

  

当連結会計年度（自平成22年３月１日 至平成23年２月28日） 

     該当事項はありません。 

  

      

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高

（関連当事者情報）
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（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

（重要な自己株式の取得） 

当社は、平成22年５月18日開催の取締役会において、

会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得す

ることを決議し、以下のとおり実施いたしました。 

  

１．自己株式の取得を行う理由 

 経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行す

るため  

２．自己株式の取得に関する取締役会の決議内容  

（１）取得する株式の種類 

  当社普通株式  

（２）取得する株式の総数 

  350,000株 

（３）株式の取得価額の総額 

  105,350千円 

（４）取得の方法 

  大阪証券取引所の立会外買付取引 

（５）取得する期間 

  平成22年５月19日 

３．自己株式の取得結果 

 （１）取得株式数  

   344,000株 

 （２）取得総額 

   103,544千円 

 （３）取得日 

   平成22年５月19日   

（東北地方太平洋沖地震の影響） 

平成23年３月11日に発生した東日本大地震により、

38店舗のうち、軽微なものも含めて全ての店舗が被災

しております。なお被害状況については現在調査中で

あり、現時点で、商品、有形固定資産等の被害金額、

及び翌連結会計年度に支出すると認められる撤去費用

等または原状回復費用等を合理的に見積もることは困

難であります。 
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 （注） １株当たり当期純利益又は純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

１株当たり純資産額 円 銭  389 69

１株当たり当期純利益 円 銭 50 46

１株当たり純資産額 円 銭  416 81

１株当たり当期純利益 円 銭 22 58

 なお、潜在株式調整後１株当たり純利益については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり純利益については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

(自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日) 

当期純利益（千円）  233,003  97,726

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  233,003  97,726

期中平均株式数（株）  4,617,572  4,327,442
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年２月28日) 

当事業年度 
(平成23年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 752,267 633,391

売掛金 214,382 194,062

商品及び製品 39,301 48,366

仕掛品 301 225

原材料及び貯蔵品 38,886 42,173

前払費用 17,027 16,932

繰延税金資産 49,187 5,370

未収入金 4,713 5,591

その他 6,840 5,171

貸倒引当金 △1,400 △2,000

流動資産合計 1,121,507 949,285

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1,2  1,680,610 ※1,2  1,608,084

機械装置及び運搬具（純額） ※1,2  325,287 ※1,2  320,805

工具、器具及び備品（純額） ※2  129,696 ※2  135,057

土地 ※1  1,750,501 ※1  1,750,501

リース資産（純額） ※2  35,905 ※2  47,865

有形固定資産合計 3,922,002 3,862,314

無形固定資産   

意匠権 1,254 －

ソフトウエア 4,891 3,500

リース資産 － 15,794

その他 4,492 4,424

無形固定資産合計 10,638 23,718

投資その他の資産   

投資有価証券 145,713 145,923

関係会社株式 19,700 19,700

出資金 26,093 26,172

長期貸付金 － 20,000

関係会社長期貸付金 58,979 61,679

従業員に対する長期貸付金 19,075 15,745

長期前払費用 7,183 4,480

繰延税金資産 184,737 181,250

差入保証金 89,533 87,595

敷金 58,475 59,375

ゴルフ会員権 17,080 17,080

その他 50,011 57,397

貸倒引当金 △12,700 △12,700

投資その他の資産合計 663,882 683,700

固定資産合計 4,596,523 4,569,733

繰延資産   

社債発行費 6,327 4,282

繰延資産合計 6,327 4,282

資産合計 5,724,358 5,523,301
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年２月28日) 

当事業年度 
(平成23年２月28日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 91,256 88,426

短期借入金 ※1  1,696,500 ※1  1,483,200

1年内返済予定の長期借入金 ※1  277,500 ※1  352,920

1年内償還予定の社債 120,000 120,000

リース債務 4,550 10,804

未払金 156,714 140,516

未払法人税等 17,126 17,262

未払消費税等 27,646 6,967

預り金 3,867 4,048

未払費用 1,815 8,756

賞与引当金 13,500 －

流動負債合計 2,410,477 2,232,903

固定負債   

社債 460,000 340,000

長期借入金 ※1  434,500 ※1  585,780

リース債務 31,355 51,364

退職給付引当金 249,815 271,889

役員退職慰労引当金 222,381 178,974

その他 670 670

固定負債合計 1,398,722 1,428,678

負債合計 3,809,199 3,661,582

純資産の部   

株主資本   

資本金 617,250 617,250

資本剰余金   

資本準備金 594,732 594,732

資本剰余金合計 594,732 594,732

利益剰余金   

利益準備金 81,200 81,200

その他利益剰余金   

別途積立金 350,000 550,000

繰越利益剰余金 279,229 145,676

利益剰余金合計 710,429 776,876

自己株式 △9,904 △131,323

株主資本合計 1,912,507 1,857,535

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,651 4,183

評価・換算差額等合計 2,651 4,183

純資産合計 1,915,158 1,861,719

負債純資産合計 5,724,358 5,523,301
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 

 至 平成23年２月28日) 

売上高   

製品売上高 4,031,322 3,904,715

商品売上高 219,724 207,644

売上高合計 4,251,046 4,112,359

売上原価   

製品売上原価   

製品期首たな卸高 29,997 30,249

当期製品製造原価 1,805,980 1,726,219

合計 1,835,977 1,756,468

製品期末たな卸高 30,249 38,438

製品売上原価 1,805,728 1,718,030

商品売上原価   

商品期首たな卸高 5,952 9,052

当期商品仕入高 143,673 138,338

合計 149,626 147,390

商品期末たな卸高 9,052 9,928

商品売上原価 140,574 137,462

売上原価合計 1,946,302 1,855,493

売上総利益 2,304,744 2,256,866

販売費及び一般管理費 ※1,2  2,066,648 ※1,2  2,114,622

営業利益 238,095 142,243

営業外収益   

受取利息 1,093 477

受取配当金 1,824 2,403

受取地代家賃 2,942 2,785

受取手数料 1,992 2,218

補助金収入 － 2,876

保険返戻金 8,495 －

雑収入 1,684 1,872

営業外収益合計 18,032 12,632

営業外費用   

支払利息 38,479 39,701

社債利息 7,302 5,581

社債発行費償却 2,045 2,045

雑損失 3,387 2,583

営業外費用合計 51,214 49,911

経常利益 204,913 104,964

（株）鐘崎　（2912）　平成23年２月期決算短信

-37--37-



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

特別利益   

貸倒引当金戻入額 1,600 －

固定資産売却益 ※3  296 ※3  －

役員退職慰労引当金戻入額 － 50,635

特別利益合計 1,896 50,635

特別損失   

貸倒損失 26,139 －

固定資産除却損 ※４  11,438 ※４  1,056

賃貸借契約解約損 － 5,438

投資有価証券評価損 － 1,000

特別損失合計 37,577 7,494

税引前当期純利益 169,231 148,104

法人税、住民税及び事業税 11,534 12,305

法人税等調整額 △71,689 46,266

法人税等合計 △60,154 58,572

当期純利益 229,386 89,532
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（脚注） 

製造原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費    960,624  53.2  926,927  53.7

Ⅱ 労務費 ※１  438,259  24.3  407,049  23.6

Ⅲ 経費 ※２  406,668  22.5  392,166  22.7

当期総製造費用    1,805,551  100.0  1,726,144  100.0

期首仕掛品棚卸高    729        301      

 計    1,806,281        1,726,445      

期末仕掛品棚卸高    301        225      

当期製品製造原価    1,805,980        1,726,219      

            

前事業年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

１．原価計算の方法 

当社の原価計算は、実際等級別総合原価計算によって

おります。 

１．原価計算の方法 

同左 

２．※１ 労務費の中には、賞与引当金繰入額 千円

及び退職給付費用 千円が含まれておりま

す。 

5,255

12,339

２．※１ 労務費の中には、退職給付費用 千円が含

まれております。 

12,766

※２ 経費のうち主なものは、次のとおりでありま

す。 

※２ 経費のうち主なものは、次のとおりでありま

す。 

電力費   千円82,684

衛生費  37,158

消耗器材費  29,985

減価償却費  139,543

電力費   千円80,001

衛生費  35,204

消耗器材費  29,258

減価償却費  136,702

（株）鐘崎　（2912）　平成23年２月期決算短信

-39--39-



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 

 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 

 至 平成23年２月28日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 617,250 617,250

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 617,250 617,250

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 594,732 594,732

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 594,732 594,732

資本剰余金合計   

前期末残高 594,732 594,732

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 594,732 594,732

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 81,200 81,200

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 81,200 81,200

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 900,000 350,000

当期変動額   

別途積立金の取崩 △550,000 －

別途積立金の積立 － 200,000

当期変動額合計 △550,000 200,000

当期末残高 350,000 550,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 △486,299 279,229

当期変動額   

別途積立金の取崩 550,000 －

別途積立金の積立 － △200,000

剰余金の配当 △13,857 △23,085

当期純利益 229,386 89,532

当期変動額合計 765,529 △133,552

当期末残高 279,229 145,676

利益剰余金合計   

前期末残高 494,900 710,429

当期変動額   

剰余金の配当 △13,857 △23,085

当期純利益 229,386 89,532

当期変動額合計 215,529 66,447

当期末残高 710,429 776,876
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 

 至 平成23年２月28日) 

自己株式   

前期末残高 △9,450 △9,904

当期変動額   

自己株式の取得 △454 △121,419

当期変動額合計 △454 △121,419

当期末残高 △9,904 △131,323

株主資本合計   

前期末残高 1,697,432 1,912,507

当期変動額   

剰余金の配当 △13,857 △23,085

当期純利益 229,386 89,532

自己株式の取得 △454 △121,419

当期変動額合計 215,074 △54,971

当期末残高 1,912,507 1,857,535

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △2,262 2,651

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,914 1,532

当期変動額合計 4,914 1,532

当期末残高 2,651 4,183

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △2,262 2,651

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,914 1,532

当期変動額合計 4,914 1,532

当期末残高 2,651 4,183

純資産合計   

前期末残高 1,695,169 1,915,158

当期変動額   

剰余金の配当 △13,857 △23,085

当期純利益又は当期純損失（△） 229,386 89,532

自己株式の取得 △454 △121,419

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,914 1,532

当期変動額合計 219,989 △53,439

当期末残高 1,915,158 1,861,719
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 該当事項はありません。  

  

  

  

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式 

総平均法による原価法によっておりま

す。 

子会社株式 

   同左  

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は総平均法

により算定） 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

   同左  

     時価のないもの 

総平均法による原価法 

   時価のないもの 

   同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品、製品、原材料及び仕掛品 

総平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）を採用しておりま

す。  

商品、製品、原材料及び仕掛品 

   同左  

  貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を採用して

おります。 

（会計方針の変更）  

通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、主として総平均法

による原価法によっておりましたが、

当事業年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号

平成18年７月５日公表分）が適用され

たことに伴い、主として総平均法によ

る原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）により算定しております。なお、

これによる損益に与える影響は軽微で

あります。  

貯蔵品 

   同左 

  

  

  

（会計方針の変更） 
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項目 
前事業年度 

（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

３．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、大和工場については定額法を

採用しております。 

また、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物及び構築物   10年 ～ 39年 

機械及び装置    10年  

（追加情報） 

当社の機械装置の耐用年数について

は、従来８年としておりましたが、法

人税法の改正に伴い見直しを行った結

果、当事業年度より、10年に変更いた

しました。 

この変更により営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益がそれぞれ11,211

千円増加しております。      

有形固定資産（リース資産を除く） 

   同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（追加情報） 

               

  

   

  無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

自社利用のソフトウェアについては社

内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。 

無形固定資産（リース資産を除く） 

   同左  

  リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しておりま

す。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が

平成21年２月28日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっておりま

す。  

  

リース資産 

   同左  

  

  長期前払費用 

定額法を採用しております。 

長期前払費用 

   同左 

４．繰延資産の処理方法 社債発行費 

償還期間にわたって均等償却しており

ます。 

社債発行費 

   同左 

（株）鐘崎　（2912）　平成23年２月期決算短信

-43--43-



項目 
前事業年度 

（自 平成21年３月１日  
至 平成22年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成22年３月１日  

至 平成23年２月28日） 

５．引当金の計上基準 (１)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(１)貸倒引当金 

   同左 

  (２)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、

期末在籍従業員に対する支給対象期

間に基づく賞与支給見込額の当期負

担額を計上しております。 

(２)賞与引当金 

   同左 

  (３)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務を

残高として計上しております。 

(３)退職給付引当金 

   同左 

  (４)役員退職慰労引当金  

役員の退職慰労金支給に備えるた

め、内規に基づく当事業年度末要支

給額を計上しております。 

(４)役員退職慰労引当金  

   同左 

  

  

(追加情報) 

当社は、役員退職慰労金の内規を見直

し、役員退職慰労引当金50,635千円を

取崩し、取崩額は「役員退職慰労引当

金戻入額」に計上しております。 

６．ヘッジ会計の方法 (１)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、特例処理の要件を満たす金利

スワップ取引については、特例処理

を採用しております。 

(１)ヘッジ会計の方法 

   同左 

  (２)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

(２)ヘッジ手段とヘッジ対象 

   同左 

  (３)ヘッジ方針 

金利変動による借入債務の損失可能

性を減殺する目的で行っておりま

す。 

(３)ヘッジ方針 

   同左 

  (４)ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象資産・負債

に関する重要な条件が同一であり、

かつヘッジ開始時及びその後も継続

して、相場変動またはキャッシュ・

フロー変動を完全に相殺することが

できるため、ヘッジ有効性の判定は

省略しております。 

(４)ヘッジ有効性評価の方法 

   同左 

７．消費税等の会計処理 税抜方式によっております。    同左 
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会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

（リース取引に関する会計基準）  

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、当事業年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18

日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19

年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。 

   なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続

き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適

用しております。 

 なお、これによる損益に与える影響はありません。  
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年２月28日） 

当事業年度 
（平成23年２月28日） 

※１ 担保に供している資産は次のとおりであります。 ※１ 担保に供している資産は次のとおりであります。 

（工場財団）     

建物 402,363千円 

機械装置 57,960  

土地 1,228,742  

計 1,689,067  

（その他）     

建物 236,058千円 

土地 324,705  

計 560,763  

（工場財団）     

建物 368,098千円 

機械装置 57,960  

土地 1,228,742  

計 1,654,802  

（その他）     

建物 222,874千円 

土地 324,705  

計 547,579  

上記に対応する債務 上記に対応する債務 

短期借入金 1,496,500千円 

長期借入金 622,000  

（一年以内返済予定額を含む）   

計 2,118,500  

短期借入金 1,343,200千円 

長期借入金 773,700  

（一年以内返済予定額を含む）   

計 2,116,900  

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 6,413,060千円 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額 6,639,425千円

 ３ 債務保証 

 子会社海風堂株式会社の銀行借入金に対して、

千円の債務保証を行っております。 112,670

 ３ 債務保証 

 子会社海風堂株式会社の銀行借入金に対して、

千円の債務保証を行っております。 94,694
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 表示方法の変更  

  

  

  

  

  

 前事業年度 
（自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日） 

 当事業年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

（貸借対照表）  

  有形固定資産に対する減価償却累計額は、従来これ 

らの資産科目の控除科目として区分掲記しておりました

が、当事業年度より各資産の金額から直接控除し、その

控除後残高を各資産の金額として表示し、当該減価償却

累計額を一括して注記する方法に変更しております。 

   なお、当事業年度を前事業年度同様の方法によった場

合の貸借対照表の表示については、以下のとおりとなり

ます。 

               

  

  

  

  

  

   

建物 3,957,329千円

減価償却累計額 △2,402,365  

建物（純額） 1,554,964  

構築物 351,733  

減価償却累計額 △226,087  

構築物（純額） 125,646  

機械及び装置 3,347,529  

減価償却累計額 △3,023,104  

機械及び装置（純額） 324,424  

車両運搬具 15,409  

減価償却累計額 △14,547  

車両運搬具（純額） 862  

工具器具備品 872,910  

減価償却累計額 △743,213  

工具器具備品（純額） 129,696  

土地 1,750,501  

リース資産 39,648  

減価償却累計額 △3,742  

リース資産（純額） 35,905  

有形固定資産合計 3,922,002  
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（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

※１ 販売費と一般管理費のおおよその割合は次のとおり

であります。 

※１ 販売費と一般管理費のおおよその割合は次のとおり

であります。 

販売費 ％86

一般管理費 ％14

販売費 ％86

一般管理費 ％14

 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。 

 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。 

運賃荷造費 千円186,645

広告宣伝費  64,863

販売促進費  104,362

支払手数料  138,639

賃借料  368,798

役員報酬  44,210

給料手当  665,112

賞与引当金繰入額  8,244

退職給付費用  9,412

役員退職慰労引当金繰入額     9,528

法定福利費  79,002

福利厚生費  39,440

租税公課  31,776

減価償却費  80,284

運賃荷造費 千円196,306

広告宣伝費  102,595

販売促進費  97,278

支払手数料  144,268

賃借料  358,167

役員報酬  46,680

給料手当  655,967

賞与引当金繰入額  －

退職給付費用  25,227

役員退職慰労引当金繰入額     7,228

法定福利費  83,868

福利厚生費  41,042

租税公課  29,985

減価償却費  94,269

※２ 研究開発費の総額 

 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、

千円であります。 

33,430

※２ 研究開発費の総額 

 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、

千円であります。 

32,768

 ※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。  ※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

建物 千円296                 

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

機械装置除却 千円11,438

計  11,438

建物  千円1,056

計    1,056
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前事業年度（自平成21年３月１日 至平成22年２月28日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （変動理由の概要） 

     増加は単元未満株式の買取によるものであります。 

  

当事業年度（自平成22年３月１日 至平成23年２月28日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （変動理由の概要） 

     増加は取締役会決議による自己株式の取得によるものであります。 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前期末株式数 

（千株） 
当期増加株式数 

（千株） 
当期減少株式数 

（千株） 
当期末株式数 

（千株） 

自己株式                        

普通株式  27  1  －  29

合計  27  1  －  29

  
前期末株式数 

（千株） 
当期増加株式数 

（千株） 
当期減少株式数 

（千株） 
当期末株式数 

（千株） 

自己株式                        

普通株式  29  409  －  438

合計  29  409  －  438
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（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

①リース資産の内容 

（ア）有形固定資産 

製品製造等事業における生産設備（機械装置及

び運搬具）であります。 

（イ）無形固定資産 

ソフトウェアであります。 

②リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に

記載のとおりであります。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成21年２月28日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっており、その内容は次のとおり

であります。  

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

①リース資産の内容 

（ア）有形固定資産 

   同左 

  

（イ）無形固定資産 

同左 

②リース資産の減価償却の方法 

   同左  

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械及び装置  148,881  96,453  52,428

車両及び運搬
具 

 35,068  22,945  12,123

工具器具備品  142,056  81,461  60,594

合計  326,006  200,860  125,146

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械及び装置  132,181  97,026  35,154

車両及び運搬
具 

 20,611  13,861  6,750

工具器具備品  138,022  96,102  41,919

合計  290,815  206,990  83,824

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 42,455千円 

１年超 89,556  

合計 132,012  

１年内 33,747千円 

１年超 55,808  

合計 89,556  

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 49,020千円 

減価償却費相当額 44,111  

支払利息相当額 4,809  

支払リース料 46,048千円 

減価償却費相当額 41,321  

支払利息相当額 3,592  

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料相当額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 
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前事業年度（平成22年２月28日現在） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当事業年度（平成23年２月28日現在） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

（有価証券関係）
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（税効果会計関係）

前事業年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

繰延税金資産 繰延税金資産 

 繰延税金負債 

  

貸倒引当金繰入限度超過額 6,256 千円

賞与引当金繰入限度超過額 5,451  

退職給付引当金繰入超過額 100,875

役員退職慰労引当金繰入超過額 89,797  

税務上の繰越欠損金 113,091

減損損失 6,191

貸倒損失否認 

機械装置除却損否認 

10,554

9,060

その他 8,413  

繰延税金資産  小計 349,693

評価性引当額 △113,972

  繰延税金資産  合計 235,721

その他有価証券評価差額金 1,795

 繰延税金負債合計 1,795  

 繰延税金資産の純額 233,925

 繰延税金負債 

  

貸倒引当金繰入限度超過額 5,935 千円

賞与引当金繰入限度超過額 －  

退職給付引当金繰入超過額 109,789

役員退職慰労引当金繰入超過額 72,269  

税務上の繰越欠損金 64,058

減損損失 5,706

貸倒損失否認 

機械装置除却損否認 

10,554

9,237

その他 8,117  

繰延税金資産  小計 285,669

評価性引当額 △96,214

  繰延税金資産  合計 189,455

その他有価証券評価差額金 2,833

 繰延税金負債合計 2,833  

 繰延税金資産の純額 186,621

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率と

  の差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率と

  の差異の原因となった主な項目別の内訳 

  (％)

法定実効税率 40.38

(調整) 

交際費等永久に損金に加算されない項目 1.81

受取配当金等永久に益金に加算されない項目 △0.02

住民税均等割 6.93

評価性引当額の変動額 △81.84

その他 △2.81

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △35.55

  (％)

法定実効税率 40.38

(調整)  

交際費等永久に損金に加算されない項目 2.07

受取配当金等永久に益金に加算されない項目 △0.27

住民税均等割 8.01

評価性引当額の変動額 △12.00

その他  1.35

税効果会計適用後の法人税等の負担率  39.54
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 （注） １株当たり当期純利益又は純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

１株当たり純資産額 414円80銭

１株当たり当期純利益 49円68銭

１株当たり純資産額 円 銭442 42

１株当たり当期純利益 円 銭20 69

 なお、潜在株式調整後１株当たり純利益については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり純利益については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前事業年度 

(自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日) 

当期純利益（千円）  229,386  89,532

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  229,386  89,532

期中平均株式数（株）  4,617,572  4,327,442
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（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日） 

（重要な自己株式の取得） 

当社は、平成22年５月18日開催の取締役会において、

会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得す

ることを決議し、以下のとおり実施いたしました。 

  

１．自己株式の取得を行う理由 

 経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行す

るため  

２．自己株式の取得に関する取締役会の決議内容  

（１）取得する株式の種類 

  当社普通株式  

（２）取得する株式の総数 

  350,000株 

（３）株式の取得価額の総額 

  105,350千円 

（４）取得の方法 

  大阪証券取引所の立会外買付取引 

（５）取得する期間 

  平成22年５月19日 

３．自己株式の取得結果 

 （１）取得株式数  

   344,000株 

 （２）取得総額 

   103,544千円 

 （３）取得日 

   平成22年５月19日   

（東北地方太平洋沖地震の影響） 

平成23年３月11日に発生した東日本大地震により、

36店舗のうち、軽微なものも含めて全ての店舗が被災

しております。なお被害状況については現在調査中で

あり、現時点で、商品、有形固定資産等の被害金額、

及び翌事業年度に支出すると認められる撤去費用等ま

たは原状回復費用等を合理的に見積もることは困難で

あります。 
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(1）役員の異動 

① 代表取締役の異動 

  該当事項はありません。 

② その他の役員の異動  

・新任取締役候補 

  取締役 高野雅之 （現 総務部長） 

  取締役 嘉藤明美 （現 企画開発部長） 

・退任予定取締役  

  取締役 圓尾良二  

・新任監査役候補 

  （常勤）監査役 小林正明 （現 本社工場長） 

・退任予定監査役 

  （常勤）監査役 河本澄雄 

・昇任取締役候補 

  専務取締役 庄子健一 （現 常務取締役） 

  常務取締役 高橋敏  （現 取締役品質管理部長） 

③ 就任予定日 

  平成23年５月27日   

  

(2）その他 

該当事項はありません。 

  

  

６．その他
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